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事業費（人件費除く）の財源内訳

２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業種別 継続 補助

一般会計
活動指標 単位

事業類型

実績値

Ⅰ ソフト事業

事業名 384 まえがわ児童館事業
会計 目標値

款 03 民生費 H19 H20 H21 H22

01

基　本
施　策

08 子どもを産み育てやすい環境をつくる
項 147 目標 20004 児童福祉費 各種教室（体験スクール・チャレンジ教室･野球

教室・音楽教室・小学生自主学習会）
回 230 240

目 05 児童館運営費 実績 110 実績 220

目標

施　策 3 次世代をともに育成するまちづくり
細目 目標101 児童館管理運営事業

細々目 02 児童館事業経費 実績 実績

目標

基本計画該当頁 78 行革大綱の重点事項番号 7 目標

実績

目標

実績
担当部課

コード 070700 評価者
氏　名名称 人権政策部いがまち人権センター

北川幹洋 連絡先
45 4482

(内線)

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H19 H20 H21 H22

地域児童及び周辺児童

地域の児童及び周辺地域の児童を対象として、学力権の保障と進
路の展望をめざすとともに、反差別の取り組みの輪を広げることに
より、児童が活動や交流を通して、部落問題の解決に向けた取り組
みを含めあらゆる事柄に対し、自らが考え協力し合いながら自立性
や仲間づくりができる。

各種教室の開設数
教室の開設により児童が自主的に参加し、さ
まざまな体験ができ、資質の向上を図るため
の開設の回数を指標にした。

回

目標

250

実績 110 実績 120

147 目標 115

200

目標

実績 実績

目標

（※対象件数 126

根拠法令・要綱等 同和対策審議会答申・児童福祉法

関連事業
終了年度 平成 年度

開始年度 平成 年度

評価項目 ポイント 評価項目についてのコメント

事
業
内
容

地区児童及び周辺地域児童を対象に児童館及び児童公園にお
いて各種教室を実施した。
・体験スクール
・チャレンジ教室
・音楽教室
・小学生自主学習会
・活動助成金として、父母の会助成金

状
況
変
化
等

体験スクール・チャレンジ教室・音楽教室・小学生自主学習
会など子どもたち自らが学習しに励む意欲が高まっている。
今後も教育保障を視野に入れ継続していく必要がある。 必要性 4

児童たちの中にも差別は現存している。これらの実態を踏まえ正しい同和行政・同和教育を推し進める上で、他地区児童と
の交流が必要であり、事業を通して仲間づくりをすることにより差別を見抜き･許さない・差別と闘う児童の育成を図る必要が
ある。

有効性 3

少子化問題は、当地区においても確実に到来してきている。しかし、児童の減少にも関わらず１８･１９年度では参加者が増加
している。これは、子どもたちの仲間づくりの拡大と意欲の現れであると考える。

達成度 3

ほぼ計画とおり達成できた。

効率性 3
補助費関係で、１割程度の削減に努めている。しかし、児童が減少しているものの積極的な参加を呼びかけている。今後、参
加者の増加に伴い経費も高騰するが、できる限りコストを維持しながら継続して取り組む。1 建設用地 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

配置（予定）人員
１４人中６人（隣保館・教育集会所兼務含

む）
人 総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

3 規模・構造 年間運営費 2,021 千円

Ａ 現状維持 周辺地域の児童・生徒も含めより広範な活動を展開していく。4 市内の類似施設 ライトピアおおやまだ・寺田市民館・下郡市民館・八
幡市民館・青山文化センター総事業費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度
平成２０年度 決算内容 平成２１年度 計画内容

金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

平成２２年度 計画内容 平成２３年度 計画内容 平成２４年度 計画内容

事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託

　

事
業
内
容

平成１９年度 決算内容

(千円)

報償費

　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) (千円)

432 報償費 664 報償費 664 報償費 664 報償費 664 報償費 664

需用費 582 需用費 577 需用費 579 需用費 579 需用費 579 需用費 579

工事

活動助成金 540 活動助成金 420 活動助成金 420 活動助成金 420 活動助成金 420 活動助成金 420

その他 778 その他 378 その他 358 その他 358 その他 358 その他 358

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 2,332 事業費計(A) 　 Σ 2,039 事業費計(A) 　 Σ 2,021 事業費計(A) 　 Σ 2,021 事業費計(A) 　 Σ 2,021 事業費計(A) 　 Σ 2,021

事業投入人員 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 14,400 人件費（Ｂ） 2.0人 14,400 人件費（Ｂ） 2.0 人 14,400

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 16,732 16,439 16,421 16,421 16,421 16,421

人

（Ａ） 事      業      費 2,332 2,039 2,021 2,021 2,021 2,021

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金

県 支 出 金 571

地   方   債

571 571 571 571

受益者負担

そ   の   他

一 般 財 源 2,332 1,468 1,450 1,450 1,450 1,450

計 2,332 2,039 2,021 2,021 2,021 2,021

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

三重県児童館環境づくり基盤整備事業
（３／４）の適用を受け事業を行い当セン
ターとしての配分充当財源を明記した。

三重県児童館環境づくり基盤整備事業
（３／４）の適用を受け事業を行い当セ
ンターとしての配分充当財源を明記し
た。

三重県児童館環境づくり基盤整備事業
（３／４）の適用を受け事業を行い当セ
ンターとしての配分充当財源を明記し
た。

三重県児童館環境づくり基盤整備事業
（３／４）の適用を受け事業を行い当セ
ンターとしての配分充当財源を明記し
た。

三重県児童館環境づくり基盤整備事業
（３／４）の適用を受け事業を行い当セ
ンターとしての配分充当財源を明記し
た。

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


